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改正特定都市河川浸水被害対策法の概要（令和3年11月全面施行）
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下水道整備

排水ポンプの
運転調整

移転等の促進
（まちづくりとの連携）

保全調整池
の指定

貯留機能保全区域
の指定

校庭貯留

河川管理者による
雨水貯留浸透施設の整

備

宅地内排水設備に
貯留浸透機能を付加

雨水浸透阻害
行為の許可

浸水被害防止区域
の指定

浸水被害防止区域
の指定

河川整備

公園貯留

雨水貯留浸透施設
整備計画の認定

他の地方公共団体の負担

○ 浸水被害対策の総合的な推進のための流域水害対策計画（河川管理者、下水道管理者、都道府県知事、

市町村長が共同）の策定、河川管理者等による施設整備の加速化、地方公共団体や民間事業者等による
雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出を抑制するための規制、水害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづ
くり等、流域一体となった浸水被害の防止のための対策を推進

※赤字は令和３年法改正により新たに追加された事項



特定都市河川指定から対策実施までの流れ
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○ 特定都市河川・流域では、河川整備の加速化とともに雨水の流出抑制や水害リスクを踏まえたまちづくり・住ま
い方の工夫等の対策を推進。

○ そのために、①３つの要件を満たす河川を特定都市河川として指定後、②流域の関係者で構成する「流域水
害対策協議会」を設置し、③浸水被害防止の対策等をまとめた「流域水害対策計画」を策定。

②
流
域
水
害
対
策
協
議
会

設
置

③
流
域
水
害
対
策
計
画

策
定

■特定都市河川指定から対策実施までの流れ

①
特
定
都
市
河
川

指
定

【河川整備】
・河道掘削
・遊水地の整備
・排水機場の整備
・輪中堤の整備

【下水道整備】

【流出抑制対策】
・雨水浸透阻害行為の許可
・雨水貯留浸透施設の整備
・田んぼダムの取組
・ため池の活用

【保全調整池の指定】

【浸水被害防止区域の指定】

【貯留機能保全区域の指定】

など

要件１ 都市部を流れる河川

要件２ 著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれ

要件３ 河道又は洪水調節ダムの整備による浸水被
害の防止が市街化の進展又は当該河川が接
続する河川の状況若しくは当該都市部を流
れる河川の周辺の地形その他の自然的条件
の特殊性により困難

以下の要件１～３のすべてに該当

特定都市河川の指定要件 浸水被害防止の対策

浸
水
被
害
防
止
に
向
け
て
対
策
を
実
施

R6.12.3 R6.12.25



特定都市河川の指定と流域水害対策
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貯留機能保全区域の指定

保全調整池の指定

浸水被害防止区域の指定

雨水浸透阻害行為の許可

雨水貯留浸透施設の整備

流域水害対策協議会の設置
流域水害対策計画の策定

洪水・雨水を一時的に貯留する機能を有する農
地等を指定し、機能を阻害する盛土等の行為に
対し、事前届出を義務付けることができる

• 指定権者：都道府県知事等
• 盛土等の行為の事前届出を義務化
• 届出内容に対し、必要に応じて助言・勧告

浸水被害が頻発し、住民等の生命・身体に著し
い危害が生じるおそれのある土地を指定し、開
発規制や居住誘導・住まい方の工夫等の措置を
講じることができる

• 指定権者：都道府県知事等
• 都市計画法上の開発の原則禁止（自己用住宅除く）

• 住宅・要配慮者施設等の開発・建築行為を許
可制とすることで安全性を確保

流域で雨水を貯留・浸透させ、水害リスクを
減らすため、公共に加え、民間による雨水
貯留浸透施設の設置を促進する
①雨水貯留浸透施設整備計画の認定

都道府県知事等が認定することで、補助
金の拡充、税制優遇、公共による管理がで
きる制度等を創設

• 対象：民間事業者等
• 規模要件：≧30m3（条例で0.1-30m3の

間で基準緩和が可能）

特定都市河川の指定

流域水害対策協議会の設置

計画策定・対策等の検討

流域水害対策計画 策定

洪水・雨水出水により想定される浸
水被害に対し、概ね20-30年の間に

実施する取組を定める

②国有財産の活用制度
国有地の無償貸与又は譲与ができる

• 対象：地方公共団体

田畑等の土地が開発され、雨水が地下
に浸透せず河川に直接流出することに
より水害リスクが高まることがないよう、
一定規模以上の開発について、貯留・
浸透対策を義務付ける

• 対象：公共・民間による1,000m2※
以上の雨水浸透阻害行為

※条例で基準強化が可能

100m3以上の防災調整池を保全調整池
として指定し、機能を阻害する埋立等の
行為に対し、事前届出を義務付けること
ができる

居住誘導・住まい方の工夫のイメージ

• 指定権者：都道府県知事等
• 埋立等の行為の事前届出を義務化
• 届出内容に対し、必要に応じて助

言・勧告

雨水貯留浸透施設の例

洪水・雨水の貯留機能を有する土地のイメージ



特定都市河川制度のメリット
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★特定都市河川制度（法制度）は、令和３年度に「流域治水」の実践に向けてリニューアル。

○各分野横断的な計画の策定 ・ 意思決定プロセスの明確化
・ 「流域水害対策協議会」を設置し、 河川管理者・下水道管理者・都道府県・市町村など流域関係者が参画
・ 河川、下水道、まちづくり、農林業など、各分野横断的な流域対策を検討し、「流域水害対策計画」を策定
・ 協議会での議論を通じて、浸水被害防止対策の意思決定プロセスが明確化

○河川整備の加速化
・ 特定都市河川流域における対策を推進するため、河川整備の予算措置において一定の配慮 （重点化）

○流域対策における予算補助・税制上の特例措置等
①予算補助 （特定都市河川浸水被害対策推進事業）

・ 流域水害対策計画の策定に要する調査・検討費用
・ 地公体や民間事業者等による雨水貯留浸透施設の整備
・ 二線堤の整備（貯留機能保全区域・浸水被害防止区域）

・ 排水施設の整備（貯留機能保全区域）

・ 宅地嵩上げ等又は家屋移転（貯留機能保全区域・浸水被害防止区域）

②税制上の特例措置
・ 固定資産税の減免（雨水貯留浸透施設）

・ 固定資産税・都市計画税の減免（貯留機能保全区域内の土地）

③その他
・ 国有地の無償貸付・譲与（雨水貯留浸透施設）

■雨水貯留浸透施設整備の支援



計画策定までの流れについて
日下川特定都市河川・流域の指定令和6年12月3日

日下川流域水害対策計画【素案】

日下川流域水害対策協議会
（日下川流域水害対策計画【案】の確認、策定合意）

日下川流域水害対策計画の策定・公表

法第30条（雨水浸透阻害行為）等に関する規定の施行
日下川流域水害対策計画の実施令和7年7月1日～

令和7年3月28日

令和7年6月上旬

令和7年6月中旬

仁淀川水系
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パブリックコメント（3月28日～5月2日）

日下川流域住民説明会

学識者ヒアリング

説明

意見

・日高村役場（4月17日）
・集落活動センター 加茂の里（4月20日）
・日高村役場（4月29日）
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特定都市河川（大臣管理）

行政界

特定都市河川流域

凡例

特定都市河川（県管理）

○ これまで「日下川総合内水対策計画」に基づき、国、高知県、村が連携し、ハード・ソフト対策を一体的に取り組み、流域の治水安全度
は着実に向上してきた。

○ しかし、地形的な特性から浸水被害のリスクは残っており、また、気候変動の影響により水災害が激甚化・頻発化することも想定されて
いることから、あらゆる関係者の協働による治水対策「流域治水」を推進するため、令和6年12月3日に仁淀川水系日下川等の計13河川を
特定都市河川・流域に指定。（法第30条～第43条に係る規定は令和7年7月より施行。）

河川区間：仁淀川水系日下川等の計13河川
流域面積：37.7km2

高知県（土佐市の一部、佐川町の一部、日高村の一部）

【指定河川】
日下川、派川日下川、日下川放水路、
新日下川放水路、長山田川、戸梶川、
渋川川、石田川、猿田川、妹背川、
井峰川、長竹川、宇治谷川

日下川特定都市河川流域の概要 特定都市河川の指定 仁淀川水系



○ 浸水被害の解消を図り安全安心なまちづくりを推進するための条例を制定（令和5年1月施行）
※日高村では３本目の放水路トンネルが完成する一方、こういった施設に守られることで、浸水しないといった甘い考えからの無秩序な
開発の恐れがあるため条例を制定
「日高村浸水予想区域」の指定 ※平成26年台風第12号と同規模の降雨が発生したときに浸水が想定される区域
居室の床高規制
氾濫水の貯留や雨水の浸透を阻害する盛土・開発・舗装などの行為の届出、対策の実施

浸水予想区域内で新たに建築物を新築・増改築
するときは居室の床高を浸水しない高さとする

「床高の規制」

「貯留機能の保全」「浸透機能の保全」

日下川流域内の浸水予想区域外を除く土地で
1,000㎡以上の盛土等の氾濫水の貯留機能を阻
害する行為を行うときは届出するとともに、対
策の計画書を提出

日下川流域内に土地で1,000㎡以上の舗装等
の雨水の浸透機能を阻害する行為を行うとき
は届出するとともに、対策の計画書を提出

行為前

行為後

対策工事後

行為前

行為後

浸透

流出

浸透

流出

浸透 貯留

流出

洪水時の水位

洪水時の水位

洪水時の水位↑

雨水の貯留・浸透施設を設置するこ
とで、敷地外への流出量を行為前と
同程度に

対策工事後

舗装等によって、地中への浸透量が
減少し敷地外への流出量が増加

洪水時の水位

洪水時の水位

洪水時の水位↑

貯留

洪水貯留施設を設置することで、
洪水貯留量を行為前と同程度に

盛土等によって、洪水貯留量が減少

日高村浸水予想区域
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【参考】日高村水害に強いまちづくり条例 仁淀川水系



法的枠組み（特定都市河川制度）を活用した「流域治水」の本格的実践
（具体的な対策は、日下川流域水害対策協議会を設置し、流域水害対策計画にて定める。）

ハード整備の加速化

開発に伴う流出増への対策の義務化
（雨水浸透阻害行為の許可）

流出抑制対策の推進

特定都市河川浸水被害対策推進事業等の活用

○流域水害対策計画を早急に策定し、位置付け
られたメニューについて、整備を加速化
●河道掘削・堤防整備（高知県）
●放水路の適切な運用（国、高知県）
●樋門等の耐震・老朽化対策 （国）
●排水ポンプ車の配備（国）
●雨水排水ポンプの整備（自治体）
●（仁淀川本川河道掘削、横断工作物の改良等（国））

●流出量を現在よりも増加させる行為への対策を
義務付け

貯留機能を有する土地の有効活用
（田んぼダムの推進、貯留機能保全区域の指定）

●農地遊水機能の積極的な活用「田んぼダム」の推進
●旧川跡等の雨水貯留活用 等

「水災害に強く、住み続けられるまちづくり」を目指す
○ 河川整備や雨水貯留浸透施設の整備等による浸水被害の軽減
○ 土地利用規制等の取組の推進（条例による規制行為の法定化含む）による現状からの悪化を防止
○ 協議会等を通じた事業推進課題等の共有及び問題解決・合意形成の推進 等

※具体的な対策内容については、今後の調査、検討等により変更となる場合がある。
河川改修 雨水排水ポンプの整備

三角堰を設置

雨水を貯留

特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針 基本的な考え方 仁淀川水系
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田んぼダム



①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

堤防及び護岸整備、河道の掘削等、雨水貯留浸透
施設の整備、「田んぼダム」の取組、排水ポンプ等

②被害対象を減少させるための対策

リスクの低いエリアへ誘導/住まい方の工夫、浸水
を減らす、まちづくり条例 等

③被害の軽減、早期復旧・復興の対策

氾濫水を早く排除する（排水機能の強化）、マイ・タ
イムラインの普及促進 等

浸水被害対策のイメージ 9

○ 日下川流域は、上流に行くほど地盤が低くなる「低奥型地形」であり、仁淀川本川の影響を受けやすく、過去から浸水被害が繰り返し発
生している。

○ 平成26年台風第12号で甚大な浸水被害が発生したことから、同規模豪雨に対して床上浸水を防止するため、国、県、村が連携し、ハー
ド・ソフト対策を一体的に推進し、対策が完了した。

○ しかし、地形的な特性から浸水被害リスクは残っており、また、気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化も想定されている。
○ 流域全体のあらゆる関係者が協働し、土地利用状況及び地形特性等を踏まえ、下記３つの視点から流域一体で総合的かつ多層的な浸水被
害対策を講じることにより、浸水被害の軽減を図る。

特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針 基本的な考え方 仁淀川水系



○ 特定都市河川浸水被害対策法の施行通知において、計画期間は『効果を発現させるために必要な期間、概ね２０～３０年間程度を一つの
目安とする』としている。

○ また、計画対象降雨は『特定都市河川流域の社会的・経済的重要性、施設の整備状況、既存の河川整備計画、河川への流出抑制対策や土
地利用規制等も含めた各対策の進捗見込み、気候変動による降雨の変化等を総合的に考慮して定める』としている。

計画期間の考え方：河川、まちづくりの計画期間を勘案

河川 まちづくり

計画期間を概ね３０年と設定 ※既計画の最長期間を目安に設定

・平成26年8月台風第12号により浸水面積274.4ha、床上浸水109戸、床下浸水50戸と甚大な浸水被害が発生。
・日下川総合内水対策計画（H28.8）では平成26年8月台風第12号による床上浸水被害解消を目標とした。
・日高村では上記洪水の降雨を対象に条例を制定済み。

計画対象降雨の考え方：河川整備計画、および浸水被害実績を勘案

平成26年8月台風第12号を計画対象降雨とする 10

・気候変動の影響を踏まえ、仁淀川水系河川整備計画を令和6年9
月に変更しており、対象期間は概ね30年（国・高知県）

・高知県の都市計画マスタープランは、概ね20年後の都市の姿を
展望した基本的な方向性を提示

・市町村の計画では概ね10年のまちづくり目標を提示
（土佐市行政振興計画、佐川町総合計画、日高村総合振興計画）
※日高村では「日高村流域治水まちづくり」計画検討中

河川（現行計画） 浸水被害実績
・昭和38年8月洪水（台風第9号）
浸水面積432ha、床上浸水189戸、床下浸水12戸

・昭和46年8月洪水（台風第23号）
床上浸水19戸、床下浸水77戸

・昭和50年8月洪水（台風第5号）
浸水面積545ha、床上浸水659戸、床下浸水121戸
日高村の平野部ほぼ全域が水没

・昭和51年9月洪水（台風第17号）
浸水面積600ha、床上浸水515戸、床下浸水82戸

・平成16年10月洪水（台風第23号）
床上浸水9戸、床下浸水 26戸

・平成26年8月洪水（台風第12号）
浸水面積274.4ha、床上浸水109戸、床下浸水50戸

・平成26年8月洪水（台風第11号）
浸水面積214ha、床上浸水18戸、床下浸水47戸

仁淀川水系河川整備計画
・仁淀川：昭和38年8月洪水（戦後最大、気候変動考慮）
・日下川：国岡橋地点で130m3/s
・長竹川：日下川との合流点で60m3/s
日下川総合内水対策計画
・平成26年8月台風第12号降雨

特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針 計画期間、計画対象降雨 仁淀川水系
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H26.8.1 H26.8.2 H26.8.3 H26.8.4

雨量（mm） 平成26年8月台風第12号実績雨量（本郷（旧岩目地）雨量観測所）

計画対象降雨：739mm/48h

神母樋門閉鎖時間（実績）

○ 計画対象降雨は、特定都市河川流域の社会的・経済的重要性、施設の整備状況、既存の河川整備計画、河川への流出抑制対策や土地利用
規制等も含めた各対策及び過去の水災害被害の発生状況を考慮し、平成26年8月台風第12号の実績降雨とした。
※「日高村水害に強いまちづくり条例」においても当該降雨を対象としている。

○ 降雨継続時間は、既往洪水における樋門の閉鎖時間等を考慮し48時間とし、計画対象降雨は739mm/48hとした。
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本郷（旧岩目地）雨量観測所位置図

本郷

特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針 計画対象降雨 仁淀川水系



都市浸水想定 本計画における都市浸水想定
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仁淀川水系
○ 現状（令和6年度末）の治水施設及び流域条件において、計画対象降雨（739mm/48時間）が生じた場合に浸水が想定される区域は、
約250haに及ぶ。

【解析条件】
・降雨条件：計画対象降雨（739mm/48時間（H26.8月台風第12号実績降雨））
・令和6年度末時点の河川整備を反映
・無堤・掘込区間は越水・溢水

都市浸水想定区域



流域分担に関する考え方 仁淀川水系
○ 計画対象降雨による湛水量（神母樋門閉鎖から内水位が最大となる時点）までの総流出量は約13,296千m3に対して、これまでの河川整備
により床上浸水解消を図っており、湛水量（氾濫量）は約3,899千m3（床上浸水発生）から約1,593千m3（床下浸水）まで大幅に減少して
いる。

○ 本計画においては、引き続き河川整備を推進するとともに、旧川跡等の雨水貯留活用や「田んぼダムの取組、雨水貯留浸透施設の整備等
の流域対策を関係機関がそれぞれ分担して推進し、湛水量約1,593千m3（床下浸水）を可能な限り軽減する。

▽H26.8台風第12号実績

河川改修

（河川貯留）

▽現状(令和6年）

湛水量

新日下川放水路(国)、河道整備(県)

床上浸水被害の解消
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湛水量（床上浸水）

3,899千m3

派川日下川
日下川放水路

7,760千m3

河川改修（河川貯留）
811千m3

調整池
826千m3

平成26年8月台風
第12号実績

現状
（令和6年）

河
川
整
備

派川日下川
日下川放水路
新日下川放水路

9,949千m3

河川改修（河川貯留）
928千m3

調整池
826千m3

河
川
整
備

湛水量（床下浸水）
1,593千m3

湛水量

総流出量：13,296千m3

河川改修
（日下川、長竹川）

湛水量（氾濫量）を減らす、被
害対象を減少させる流域対策

区域指定 等

土地利用・住まい方の工夫
※湛水範囲のうち市街地部

雨水排水ポンプ整備、田ん
ぼダム、旧川跡貯留 等

湛水量（氾濫量）を減らす対策

本計画



流域分担に関する考え方 本計画における目標分担量 仁淀川水系
○ 本計画においては、河川整備の加速化により支川からの氾濫対策として約261千m3の氾濫量を軽減する。また、内水氾濫対策として旧川
跡等の雨水貯留活用により約3千m3を貯留するとともに、「田んぼダム」の取組、公共施設・公用地・公園等への雨水貯留浸透施設の整
備等の流域対策を関係機関がそれぞれ分担して推進し、湛水量約1,593千m3を可能な限り軽減する。

○ それでもなお残る湛水量に対して、都市浸水想定区域外への浸水拡大を抑制するため、貯留機能保全区域の指定に向けた検討を行うとと
もに、土地利用や住まい方の工夫、雨水排水ポンプの整備等により、家屋の浸水被害解消、防止を図る。

現状
（令和6年）

派川日下川
日下川放水路
新日下川放水路

9,949千m3

河川改修（河川貯留）
928千m3

調整池
826千m3

河
川
整
備

湛水量（床下浸水）
1,593千m3

雨水浸透阻害行為の規制

河川改修（日下川、長竹川）
261千m3

仁淀川本川の対策

ソフト対策

流出量増の抑制により
現状からの悪化防止

湛水量

・河道、調整池の計画以上の
湛水分

660千m3

旧川跡貯留 3千m3

流域貯留
・「田んぼダム」の取組
・雨水貯留浸透施設
（公共施設、公園等）

（拡大）

目標分担量

計画対象降雨

計画を上回る洪水に対しても
被害を軽減
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669千m3
湛水量

・貯留機能保全区域の指定等
・土地利用・住まい方の工夫
・雨水排水ポンプ整備
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特定都市河川の整備に関する事項 国が行う河川の整備 仁淀川水系

○ 日下川が接続する仁淀川本川の水位上昇の影響により、特定都市河川流域への水災害リスクが高まる。そのため、仁淀川の河川整備によ
る洪水時の水位低下が、特定都市河川流域における浸水被害の防止に寄与するため、河川整備計画に基づき、河川の整備を進める。

○ また、河川整備の項目とその内容については、進捗状況をフォローアップするとともに、河床変動や樹木の繁茂状況等の河道内の状況の
変化や流域の社会情勢等を踏まえ、必要に応じて整備項目の追加や削除、実施内容及び箇所の変更等の見直しを適切に実施する。

○ なお、特定都市河川流域外での対策であるため、流域分担量には見込んでいない。

○ 河川整備計画においては、戦後最大流量を記録した昭和38年8月洪水
に対して、気候変動（2℃上昇）を考慮し、流量が増加した場合にお
いても、目標とする流量（以下「目標流量」という。）を安全に流
下させる。

○ 目標流量は、仁淀川の伊野地点で15,100m3/sとし、既設ダムの有効
活用等により洪水を調節して、河道整備流量を仁淀川の伊野地点で
13,100m3/s、中島地点で12,900m3/sとする。

○ ただし、整備の目標を超える規模の洪水が発生した場合は、被害発
生は避けられないため、あらゆる関係者が連携し流域全体で実施
する治水対策「流域治水」を推進することで、あらゆる洪水に対し
て被害を軽減することを目指す。

（単位：m3/s）

（15,100）
13,100

太

平

洋

伊
野

河
口

■：基準地点
●：主要な地点

（15,300）
12,900

波介川水門

波
介
川

八
田
堰

中
島

下流遊水地

（目標流量）
河道整備流量

仁淀川本川の目標

■仁淀川本川の対策（特定都市河川流域外の対策）

河川整備実施前 河川整備実施後

河川整備
実施前

河川整備
実施後

浸水面積 188ha 0ha

浸水家屋数 345戸 0戸

仁淀川本川からの浸水による被害
（河川整備計画規模：参考）

仁淀川本川からの浸水による浸水想定区域図（河川整備計画規模：参考）

最大浸水深図(河川整備計画規模) 最大浸水深図(河川整備計画規模)

※日下川特定都市河川流域の最大浸水深を表示
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特定都市河川の整備に関する事項 国が行う河川の整備 仁淀川水系

①河道の掘削等
流下能力が不足する区間では、河道内樹木の伐採、河道の掘削を行い、必要な流下能力を確保する。
なお、河道の掘削については濁水の発生を極力抑えつつ、縦横断的に河道の状況を把握するなど、掘削後の再堆積の抑制や生物の生息・
生育・繁殖環境を保全・創出する形状を検討し、外来種の防除にも努める。

②横断工作物の改良等
河道整備流量を安全に流下させるため、八田堰については、現在の魚道等の機能を適切に評価した上で、利水機能の保持や自然環境・景
観等を考慮した構造を検討し、土砂堆積などの維持管理面への影響も踏まえて、必要な対策を実施する。

■仁淀川本川の水位低下対策（特定都市河川流域外の対策）

河道の掘削等イメージ

河道の掘削等を実施する区間

横断工作物の改良等

位置図

仁淀川 14.4k付近

河川名
実施区間

箇所名 距離標

仁淀川

八田箇所 左岸 7.5k～ 8.8k

大内箇所 右岸 9.1k～11.0k

伊野箇所 左岸 9.6k～11.8k

波川箇所 右岸 11.6k～13.2k

加田箇所 左岸 12.8k～14.3k

江尻箇所 右岸 14.2k～14.9k

区間延長合計 約8.6km
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特定都市河川の整備に関する事項 国が行う河川の整備 仁淀川水系

○ 大規模地震により堤防、樋門等の河川管理施設の損傷や操作への支障が生じた場合、地震後の洪水による浸水被害の発生が懸念される。
また、神母樋門や日下川放水路（関連施設含む）は、計画期間（概ね30年間）中において50年以上を経過する。そのため、今後、耐震対
策を実施するとともに、長寿命化に向けた維持管理方法や補修、部分改築等に関する検討を行い、施設の更新等、適切な措置を講じる。

■樋門等の耐震・老朽化対策

日下川放水樋門 神母樋門 耐震対策例（門柱補強：仁西樋門）

○ 内水被害の軽減及び拡大防止のため、内水氾濫の状況に応じて、円滑かつ迅速に内水を排除するため、関係機関と連携しつつ、機動性が
ある排水ポンプ車を配備する。

■内水対策

神母樋門に整備した排水ポンプ車のヤード 排水ポンプ車による排水状況（平成26年8月台風第12号）
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特定都市河川の整備に関する事項 高知県が行う河川の整備 仁淀川水系

○ 河川整備計画に基づき、目標流量を安全に流下させるため、河道拡幅等の治水事業を計画的に実施し、氾濫による浸水被害の発生を防止
する。

○ 河床には現況と同様なみお筋を設け、抽水植物の生育環境を保全する。また、水際への捨石の配置や、自然石を帯状に配置し縦断方向に
流況を変化させるなど、水生生物の生息・生育環境を保全する。

※基図は、国土地理院発行の2万5千分の1地形図を基にしたものである。

長竹川の整備イメージ日下川の整備イメージ

長竹川の整備を実施する区間日下川の整備を実施する区間

1.6km付近 0.2km付近
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特定都市河川の整備に関する事項 市町村が行う河川の整備 仁淀川水系

浸水防止壁と雨水排水ポンプ（馬越地区）

○ 日下川総合内水対策計画に基づき、馬越地区には浸水防止壁及び雨水排水ポンプを設置している。洪水時には、施設の機能を適切に発揮
させるため、県道291号に持ち運び式洪水防止壁の設置及び雨水排水ポンプの運転を行う。

○ また、計画対象降雨のみならず、気候変動による影響も踏まえ、河川整備実施後も浸水被害の発生が想定される地区を対象に、雨水排水
ポンプによる効果や下流域への負荷を評価した上で、雨水排水ポンプの整備・増強を行う。

○ 市町村が管理する普通河川や水路等においても、沿川地域の市街地・農地への浸水被害を防止・軽減するとともに、雨水の一時的な貯留
等に活用を図るため、必要に応じて、河道掘削、護岸整備等を行う。

■普通河川等の整備

■浸水防止壁、雨水排水ポンプ

日高村が行う水路の整備（岡花地区）
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■雨水貯留浸透施設

○ 内水浸水被害の解消や流域内の雨水が河川へ急激に流入することを抑制するため、公共施設・公用地・公園等への雨水貯留浸透施設の整
備を推進することとし、都市浸水想定区域図を基にした被害想定を考慮し、流域内の小・中学校グラウンド等を活用した雨水貯留浸透施
設の整備等を検討する。施設の整備にあたっては、整備主体を定め効果の検証を行いつつ、日下川流域水害対策協議会で実施状況等を共
有し、計画に反映していくこととする。

○ また、民間事業者等による雨水貯留浸透施設の整備を促進する。開発に伴う防災調整池や貯留施設等を設置する際には、更なる貯留機能
を付した雨水貯留浸透施設の整備を働きかけ、雨水貯留浸透施設整備計画の認定に基づく支援制度も活用する。

○ 個人住宅等に設置する雨水貯留タンク、浸透ますや浄化槽の雨水貯留施設への転用等について、流域内の市町村による助成等の支援によ
り、流域内の住民等による各戸貯留を促進し、流出抑制を図る。

雨水貯留施設の整備候補地（学校・公園等）の配置状況

雨水貯留浸透施設の整備、雨水の一時的な貯留又は地下への浸透に関する事項 仁淀川水系

日高村水害に強いまちづくり公園のイメージ

日高村水害に強いまちづくり条例 対策基準の見える化

①建物床高規制
基準高より床高を上げる

②浸透機能保全
舗装など開発することに対して、開発前の浸透機能を保つ

③貯留機能保全
盛土行為をすることに対しての、盛土量をキャンセルする

日高村水害に強いまちづくり公園（仮称）について
は、目指す村づくりを示す公園を整備し、地下に雨
水貯留施設を整備



雨水貯留浸透施設の整備、雨水の一時的な貯留又は地下への浸透に関する事項 仁淀川水系
■ため池の治水利用

○ 日下川流域では、令和6年(2024年)度末時点で、農業利用するため池は整備されていない。
○ 今後、ため池が整備される場合は、日下川流域水害対策協議会で状況等を共有し、計画に反映していくこととする。

■既存の防災調整池等や保水・遊水機能を有する土地の保全

○ 流域に設置されている防災調整池等の雨水貯留浸透施設は、流域内の浸水被害の防止に有効であることから、法第44条の保全調整池の指
定などにより、その機能の保全を図る。また、流域内に残存する旧川跡を雨水貯留に活用する。

○ 雨水の一時的な保水・遊水機能を有する山林・緑地・農地の保全や開発抑制などの協力要請を積極的に実施し、これらの機能の保全に努
める。

○ 取組にあたっては、流域全体の保水力の向上や、流域内の浸透機能を有する緑地等の土地の保全を図る。

保水・遊水機能を有する土地のイメージ

出典：解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン（令和5年1月）

21旧川跡位置図



22「田んぼダム」のイメージ
「田んぼダム」の候補地

■「田んぼダム」の取組

○ 「田んぼダム」は、水田の排水口に流出量を抑制するための堰板等を取付け、畦畔（30cm程度）の範囲内で雨水を貯留し、水田が有する
雨水貯留効果を更に高める取組である。

○ 土地所有者や営農者、土地改良区等の関係機関と調整し、地域全体の取組として、合意形成を図りながら進める必要があり、推進にあ
たっては、農林水産省が所管する農地整備事業や多面的機能支払交付金等の支援制度の活用を検討する。

○ 日下川流域では、令和6年(2024年)度末時点で、「田んぼダム」の取組は実施されておらず、また、計画対象降雨発生時には、河川整備
後であっても広範囲の水田が浸水すると想定される。

○ 「田んぼダム」の取組については、日下川流域水害対策協議会で実施状況等を共有し、計画に反映していくこととする。

出典：農林水産省「田んぼダム」の手引き

雨水貯留浸透施設の整備、雨水の一時的な貯留又は地下への浸透に関する事項 仁淀川水系

※本計画における都市浸水想定区域内の水田は含めていない。
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○ 開発等による雨水浸透阻害行為に該当する1,000m²以上の行為に対しては、流出雨水量の増加を抑制するための対策工事を義務化し、事
前許可制とすることで着実に対策を実施するとともに、その機能の中長期的な維持に努める。

○ また、対策工事の義務付けの対象外となる1,000m²未満の行為に対しては、当該雨水浸透阻害行為による流出雨水量の増加を抑制するた
めに必要な措置を講ずるよう努めるとともに、流域の開発状況を把握し、必要に応じて地方自治体の条例により対象規模の引き下げを検
討する。

○ なお、対策工事の計画についての技術的基準（法第32条）における基準降雨については、既に施行されている「日高村水害に強いまちづ
くり条例」を勘案し、条例による技術的基準の強化（法第33条）の適用を検討する。

雨水浸透阻害行為に関するリーフレット
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H26.8.1 H26.8.2 H26.8.3 H26.8.4

雨量（mm） 平成26年8月台風第12号実績雨量（本郷（旧岩目地）雨量観測所）

計画対象降雨：739mm/48h

強化降雨：458mm/24h

最大時間雨量：48mm

（8月3日8時）

神母樋門閉鎖時間（実績）

参考：技術的基準の強化（強化降雨）

■計画対象降雨
739mm/48h 概ね1/80

■強化降雨
458mm/24h 概ね1/20

本郷（旧岩目地）雨量観測所位置図

本郷

■雨水浸透阻害行為の許可等

雨水貯留浸透施設の整備、雨水の一時的な貯留又は地下への浸透に関する事項 仁淀川水系



開発行為によるシミュレーション結果（参考） 仁淀川水系

現況からの浸水増加範囲

現況浸水範囲

凡例

佐川町

約12ha⇒約16ha

39%増加

日高村

約37ha⇒約43ha

16%増加

現況

規制有り

開発ケース１

佐川町

日高村

佐川町

日高村

現況からの浸水増加範囲

現況浸水範囲

凡例

佐川町

約12ha⇒約17ha

44%増加

日高村

約37ha⇒約47ha

26%増加

規制なし

開発ケース２

規制なし

現況 ：平成26年(2014年)8月台風第12号により想定される浸水範囲
開発ケース１：平地の農地の30％が宅地や店舗等として開発
開発ケース２：平地の農地の30％が宅地や店舗等として、さらに山地の約10％がソーラー発電地として開発
規制有り ：適切な開発と貯留・浸透施設の設置によって流出率を維持する規制を実施
※土地利用変化による浸水状況への影響を感度分析するために簡易手法により算定したものであり、浸水範
囲は都市浸水想定とは異なる

※山地の開発については、森林法に基づく開発規制と重複分を含む

※流出係数

・流出雨水量の最大値を算定する際に用い

る土地利用形態ごとの流出係数を定める

告示（平成16年5月14日国土交通省告示第

521号）により定められた係数

・数値が大きいほど土地からの流出雨水量

が多い

（農地0.2＜山地0.3＜宅地0.9＜舗装された

法面1.0）

○ 参考として、開発行為に対して必要な対策が行われなかった場合による浸水被害の変化を試算
○ 平地の農地の30%が宅地等として開発されると佐川町では39%(約12ha→約16ha)、日高村で16%(約37ha→約43ha)浸水面積が増加
○ さらに山地の約10%がソーラー発電地として開発されると佐川町では44%、日高村で26%浸水面積が増加

24

平地の農地の30％が宅地や店舗等として開発

ケース１に加え、山地の10％がソーラー発電として開発

佐川町

日高村
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雨水貯留浸透施設整備計画の認定に関する基本的事項 仁淀川水系
○ 雨水貯留浸透施設の設置及び管理をしようとする民間事業者等（地方公共団体以外の者）は、以下の認定の基準に適合する場合に、施設
の設置管理に関する雨水貯留浸透施設整備計画を作成した上で、高知県知事に申請することで、認定を受けることができる。

○ 認定権者は、申請された雨水貯留浸透施設整備計画が認定の基準に適合すると認めるときは、その認定をすることができる。
○ 計画の認定を受けた施設は、国及び地方公共団体による設置費用の補助、固定資産税の減免及び地方公共団体による管理協定制度の対象
とすることができる。

○ 施設の規模に係る認定の基準は、雨水貯留浸透施設の総貯水量から雨水浸透阻害行為の対策工事又は他法令による流出抑制対策により
確保すべき貯留量の大きい方の貯留量を除いた貯留量が30m3※以上である。（※特定都市河川浸水被害対策法施行規則第8条に規定）

○ 今後、当該基準について、規則で区域を区切り、0.1m3～30m3未満の範囲内で引き下げる場合は、引き下げ後の規模を明示する。
○ 施設の構造及び設備に係る認定の基準は、以下のとおりである。
・堅固で耐久力を有する構造であること
・雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させる機能を維持するために必要な排水設備その他の設備を備えたものであること

○ 施設の管理の方法に係る認定の基準は、以下のとおりである。
・雨水貯留浸透施設が有する雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させる機能を維持するための点検が、適切な頻度で、目視その他適
切な方法により行われるものであること

・点検により雨水貯留浸透施設の損傷、腐食、劣化その他の異状があることが明らかとなった場合に、補修その他必要な措置が講じられ
るものであること

・雨水貯留浸透施設の修繕が計画的に行われるものであること
○ 施設の管理の期間に係る認定の基準は、10年以上とする。今後、当該基準について、10年を超え50年以下の範囲内で引き延ばす場合は、
本計画の本項に引き延ばし後の規模を明示する。

○ 認定権者は、本制度の趣旨等の周知に努めるとともに、民間事業者等からの事前相談の窓口となって対応する。

雨水貯留浸透施設の例

浸透ます

出典：雨水貯留浸透施設整備
に係る事例集

浸透トレンチ 透水性舗装

日高村役場駐車場

▽地面
有孔管

砕石

砂

浸透性ます

雨
ど
い

オーバー
フロー管

砕石

砂

▽地面
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都市浸水想定の区域における土地利用に関する事項 仁淀川水系
○ 都市浸水想定に加え、雨水出水（内水）浸水想定区域、過去の浸水実績図、治水地形分類図、内外水統合型リスクマップなどからハザー
ド情報などを把握するとともに、流域の土地利用の現況や人口・資産の集積状況などを把握し、水災害リスクを評価する。その上で、今
後、都市浸水想定のブロック毎に、水災害リスクを踏まえた土地利用の方向性を整理し、浸水被害対策について各市町村で検討し、日下
川流域水害対策協議会にて共有していくものとする。

○ 水災害リスクの評価やブロック毎の土地の利用について留意すべき事項等の検討にあたっては、「水災害リスクを踏まえた防災まちづく
りのガイドライン（令和3年5月）」を参考とするとともに、日下川流域水害対策協議会の場を活用し、河川、都市、農林、防災その他の
関係する部局が連携し、都市計画やまちづくりに関する計画等との整合・連携を図る。

○ 都市浸水想定においてハード整備後にも水災害リスクが残存するエリアについては、土地利用の方向性を十分に整理した上で、浸水被害
対策を検討するとともに、日下川流域の特性を地域住民や施設管理者に積極的に説明し、建築物やまち全体の耐水化（複数階化、構造強
化、安全地区への誘導等）を奨励し、洪水時の浸水被害の軽減に努める。

出典：解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン（令和5年1月）

ブロック毎の都市浸水想定及び浸水被害対策（検討のイメージ）

※仁淀川からの氾濫による浸水（内外水統合型は今後作成）

建築物の浸水対策のイメージ

出典：水災害リスクを踏まえた防災まちづくり
のガイドライン（令和3年5月）

擁壁の嵩上げ
多段階の浸水想定及び水害リスクマップ（浸水頻度図）
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貯留機能保全区域又は浸水被害防止区域の指定の方針 仁淀川水系
■貯留機能保全区域の指定の方針

○ 貯留機能保全区域は、河川沿いの低地や窪地等の雨水等を一時的に貯留し、流域における都市浸水の拡大を抑制する効用があり、過去か
ら農地等として保全されてきた土地の貯留機能を将来にわたって可能な限り保全するために指定するものである。

○ 貯留機能保全区域の指定にあたっては、都市浸水想定の区域や、ハード整備後においても堤防からの越水や無堤部からの溢水及び内水等
による浸水が想定され、盛土等を行うと家屋被害等増大が想定される土地で、農地や未利用地及び高知県や市町村所有地を基本とする。
指定にあたっては、水田等の土地利用形態、農用地区域の指定状況、住家の立地等の周辺の土地利用の状況に加え、避難経路の確保等を
考慮した上で、当該土地の所有者の同意を得るものとする。

○ 指定に向けた合意形成にあたっては、流域における浸水の拡大を抑制する観点から、指定により土地の保全を図ることが重要であること、
河川と隣接する区域や水域として連続する区域などは生物の生息・生育・繁殖環境にとっても重要であること、土地の貯留機能を保全す
ることから区域内の水災害リスクやごみ等の流入等について説明し、土地の所有者や利害関係者等の理解の促進に努める。

○ 貯留機能保全区域における堆積ゴミ等の対策については、地域との連携を検討する。

貯留機能保全区域のイメージ図

ハード整備実施後の都市浸水想定区域図

出典：解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン（令和5年1月）
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貯留機能保全区域又は浸水被害防止区域の指定の方針 仁淀川水系
■浸水被害防止区域の指定の方針

○ 浸水被害防止区域は、洪水が発生した場合に著しい危害が生じるおそれがある土地において、開発規制・建築規制を措置することで高齢
者等の要配慮者をはじめとする住民等の生命・身体を保護するために指定するものである。また、日高村においては、「日高村水害に強
いまちづくり条例」及び「日高村災害危険区域の指定に関する条例」が制定されており、建築物の床高規制が行われている。

○ 浸水被害防止区域の指定にあたっては、都市浸水想定を踏まえ、生命・身体に著しい危害が生じる恐れがある床上以上の浸水が想定され
る浸水区域について、現地の地盤の起伏や、土地利用形態及び見込み等、都市計画との整合を考慮して検討し、高知県知事が市町村長か
らの意見聴取を実施し、関係者の意向を十分踏まえて指定の必要性を検討していくこととする。

日高村水害に強いまちづくり条例における建物床高規制のイメージ

居住を避ける取組

居住する場合にも命を守る・移転を促す取組

（日高村水害に強いまちづくり条例）
（日高村災害危険区域の指定などに関する条例）

凡 例

：浸水予想区域及び災害危険区域

：池

基盤地図情報データ（国土地理院）に浸水情報を追加
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浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項 仁淀川水系
■豪雨災害・気候変動のリスクへの対応

○ 日下川流域では、これまで河川整備計画に基づく着実な河川整備を実施してきた。
○ しかし、現状の整備水準を超える洪水が発生する可能性は常に存在している。また、将来、これまでに計画した整備が完成したとしても、
計画規模を超える洪水（超過洪水）が発生する可能性は存在する。さらに、今後、地球温暖化に伴う気候変動による洪水等のリスクの増
大も見込まれている。

○ しかし、これら水災害のすべてを完全に防御することは難しいことから、洪水氾濫の発生を防止するための整備を着実に進めていくこと
と並行して、たとえそのような洪水が発生した場合でも、壊滅的な被害を回避し、被害の最小化を図るため、気候変動への適応策を進め
ていくことが重要である。

○ そのため、「仁淀川の減災に係る取組方針」や「仁淀川水系における流域治水の推進方針」、「仁淀川水系流域治水プロジェクト2.0」
等に沿って対策を着実に推進することで日下川流域の防災・減災機能の向上を図る。

仁淀川水系における流域治水の推進方針仁淀川における「流域治水」３方策

■施設の適切な運用

○ 既存の河川管理施設の機能が十分に発揮されるよう国・高知県・市町村が連携して適切な維持管理及び運用を行う。
○ 国は、放水路の適切な運用に加え、放水路の呑口部に堆積した草木などの漂着ゴミの定期的な除去など、機能が十分に発揮されるよう施
設の維持管理を適切に行う。

○ 高知県は、調整池等の適切な運用に加え、洪水時に流出し漂着ゴミとなる草木を軽減させるため、定期的に堤防除草等を実施する。
○ 市町村は、流域から発生する漂着ゴミを軽減させるよう、地域と連携し平常時から浸水時の流出物の軽減に努める。



30

浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項 仁淀川水系
■リスクコミニュケーションの充実

○ 流域のあらゆる関係者によるリスクコミュニケーションの充実を図ることを念頭に、減災対策協議会等による関係機関との連携強化や市
町等とのホットラインによる河川情報の共有、「危機感共有WEB会議」による情報の共有を行う。また、河川管理者や地方公共団体は被
害の最小化を図るため、洪水ハザードマップや内水ハザードマップの作成・周知、土砂災害ハザードマップとの重ね合わせ、内水氾濫も
考慮した内外水統合型水害リスクマップの作成・活用、住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進、コミュニティ・タイムライン
やマイ・タイムラインの作成、小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施、水防活動等の適切な実施に向けた自主防災組織の体制づ
くり、災害時における関係機関及び住民との避難行動の判断に必要な河川水位に関する迅速な情報提供・収集に向けた取組等を推進する
とともに、流域住民の防災意識の醸成を図る。

〇 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成や実施義務化されている避難訓練の徹底を図るとともに、避難行動要支援者の個別避難計
画の作成等を通じて避難確保の実効性を高める。

危機感共有WEB会議

減災対策協議会 マイ・タイムラインの作成（防災まちづくりサロン：佐川町）
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浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置に関する事項 仁淀川水系
■洪水時及び災害発生時の情報収集・伝達

○ 河川管理者は、水防管理者（土佐市長・佐川町長・日高村長）・消防署・警察署・流域住民に対して、洪水被害発生時における住民の適
切な避難判断、行動を支援するために、既存の浸水センサを活用し、洪水に係わる正確な情報をいち早く提供する。また、自治体におい
ても新たな浸水センサの設置・運用を検討する。

○ 流域住民への情報提供に際しては、放送メディアやインターネット、SNS、防災情報メール配信等の様々な媒体を活用し、映像や図等の
多様な手法で分かりやすい情報の伝達に努めるとともに、携帯電話等へのメール配信や各戸に設置したIP告知端末や屋外スピーカー等に
より、大雨、洪水等の防災情報を提供する。

〇 近年多発している局地的な大雨に対しては、国土交通省の「川の防災情報」、気象庁の「キキクル（危険度分布）」等を活用するなど面
的な降雨情報の提供に努める。

SNSを活用した防災情報の提供の例（国土交通省）

キキクル（危険度分布）の活用（気象庁）

高知県防災アプリ（高知県）

川の防災情報（国土交通省）

浸水センサ設置事例（西田地区）

伊野 本郷



■流域水害対策計画の計画管理

○ 河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体は、あらゆる関係者と連携し、事業の進捗状況及び流域の変化について、多面的な視点から
定期的にモニタリングを実施し、日下川流域水害対策協議会に報告するとともに、浸水被害対策による効果等を適切に評価する。なお、
計画管理項目は以下に示すとおりである。

○ これに加え、流域における浸水被害の発生状況も踏まえ、浸水被害の防止又は軽減のため、必要に応じて、地域住民や民間事業者、学識
経験者などの意見を聞き、計画の効果的な実施・運用に向けた改善を図るとともに、流域水害対策計画の見直しを行う。

【計画管理項目】

①事業の進捗状況
・河川整備事業の進捗

②流域内の開発状況
・各市町村における流域内の開発箇所及び面積

③雨水貯留浸透施設等の整備状況
・河川管理者、地方公共団体及び民間事業者等が設置した雨水貯留浸透施設の位置及び容量等
・雨水浸透阻害行為に該当する1,000m2以上の対策工事で設置された防災調整池の位置及び容量等

④区域指定の状況
・貯留機能保全区域等の指定箇所及び面積

⑤その他
・出水時における放水路や調整池の流入実績等
・その他計画管理に必要な事項
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その他浸水被害の防止を図るために必要な措置に関する事項 仁淀川水系
■計画対象降雨以外のあらゆる降雨への対応

○ 将来の気候変動の影響等も踏まえ、計画対象降雨以外のあらゆる洪水が発生することも可能な限り想定し、地形条件等により水位が上昇
しやすい区間や氾濫した場合に特に被害が大きい区間等における氾濫の被害をできるだけ抑制する対策等を検討する。その際、各地域及
び流域全体の被害軽減、並びに地域の早期復旧・復興に資するよう、必要に応じて関係機関と連絡調整を図る。

○ さらに、氾濫をできるだけ防ぐ・減らすために、流域内の土地利用や雨水貯留等の状況の変化等の把握及び治水効果の定量的・定性的な
評価を関係機関と協力して進め、これらを流域の関係者と共有し、より多くの関係者の参画及び効果的な対策の促進に努める。


